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1.はじめに 
近年、国・地方税財政の「三位一体の改革」により、

義務教育費国庫負担金における国の負担率が今ま

での 1/2 から 1/3 に下がった。負担率が下がることに

よって、どのようなことが起こるのか。このことによって

日本の義務教育はどのようになるのだろうか。このよう

な疑問をもち研究に至った。 

 

2.三位一体の改革 
政府は、地方分権の推進により、「地方公共団体

の自主性・自立性を高め、個性豊かで活力に満ちた

社会の実現」のために、地方財政の構造改革をすす

め、「税財源面での自由度・裁量度の拡大」、「国・地

方を通じた財政健全の推進」によって効率的で小さ

な政府を目指している。この地方財政の構造改革が

三位一体の改革である。 

三位一体の改革とは「国庫補助負担金1の改革」、

「税源移譲2」、「地方交付税3の見直し」の 3 つの改革

を一体的に進めることである。 

この三位一体の改革は義務教育費国庫負担金に

どのように関わるのか。それは「国庫補助負担金の改

革」により義務教育費国庫負担金が削減され、「税源

移譲」されるのである。これにより、今まで特定財源4

だったものが一般財源5になる。 

福島県でも、平成 18 年度予算の三位一体の改革

関連項目を見ると、国庫補助負担金の改革により税

源移譲が行われた。その額は172億円である。そのう

ち、介護給付費等負担金 25 億円,児童手当国庫負

担金１５億円,国民健康保険国庫負担金 23 億円,義

務教育費国庫負担金 78 億円が税源移譲額になる。

また、平成15度～平成18年度の税源移譲に結びつ

                                               
1国庫補助負担金・・・国庫補助金（裁量的な補助金）・

国庫負担金（国が義務的に支出する補助金）の総称。 
2税源移譲・・・税源移譲とは、補助金に代わる地方公共

団体の新たな財源として、国が集めている税金のうちの

一定の部分を、地方が集めることができるようにするこ

と。 
3地方交付税・・・地方税として納められるものを一度国

で集めて、各地方に再分配する制度。地方公共団体間

の財源の不均衡を調整し、どこに住んでいる人にも、標

準的な行政サービスを提供できるようにするため。 
4特定財源・・・予算の配分において、特定の歳入をもっ

て特定の歳出にあてることとされている財源。 
5一般財源・・・国や地方の財政において、使途が特

定されていない財源。 

く改革額は 440 億円程度となる。 

このように国庫補助負担金が削減され、税源移譲

により、地方の負担となっている。 

 

3.義務教育費国庫負担制度の概要 
 義務教育費国庫負担制度（義務教育費国庫負担

法）とは「市町村立学校の教職員給与費を都道府県

の負担とした上で、国が都道府県の実支出額の原則

1/3 を負担する」制度のことである。 

 国庫負担対象経費は公立の義務教育諸学校教職

員の給料・諸手当であり、国庫負担対象人員は約 70

万人である。国庫負担対象人員は、校長、教頭、教

諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、寄

宿舎指導員、講師、学校栄養職員、事務職員である。

平成 18 年度予算額は 1兆 6763 億円である。 

このような義務教育費国庫負担制度を行う意義を

文部科学省は 3つあげている。1つ目は、『憲法の要

請に基づく義務教育の根幹（機会均等、水準確保、

無償制）を支えるため、国は必要な制度を整備するこ

とが必要』だということ。2 つ目は、『「教育は人なり」と

言われるように、義務教育の成否は、教職員の確保、

適正配置、資質向上に負うところ大』だということ。3

つ目は、『教職員の確保と適正配置のためには、必

要な財源を安定的に確保することは不可欠』だという

こと。つまり、義務教育無償の原則に則り、機会均等 

と水準の維持向上を図るのである。 

 

4.義務教育費国庫負担制度の変遷 
義務教育費国庫負担制度が開始されてから、この

制度は以下の変遷をたどってきた。開始当初は教職

員の確保と適正配置という目的を達成するために最

低限確保しなければならない教職員給与費を国が一

貫して保障することとした。昭和 28 年～昭和 49 年に

は地方の教育条件の整備状況や国と地方の財政状

況等を踏まえて、負担対象経費を拡大した。昭和 60

年～平成 16 年には国と地方の役割分担、国と地方

の財政状況等を踏まえて、給料・諸手当以外の費用

を一般財源化した。平成 16 年には総額裁量制を導

入した。総額裁量制とは義務教育費国庫負担金の

総額の範囲内で、給与額や教職員配置に関する地

方の裁量を大幅に拡大する仕組みである。そして、

平成18年には国庫負担率を1/2から1/3に変更し、

公立小・中学校、盲・聾学校の国庫負担制度と養護

学校の国庫負担制度を統合した。 
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5.三位一体の改革による変化 
義務教育費国庫負制度は、昭和28年施行の義務

教育国庫負担法の「市町村立学校の教職員給与費

を都道府県の負担とした上で、国が都道府県の実支

出額の原則 1/2 を負担する」というものである。 

しかし小泉内閣の「三位一体の改革」により、義務

教育制度の費用負担について検討がなされた。政

府・与党は義務教育費国庫負担金に関する合意事

項として、平成 16 年 11 月 26 日には、『義務教育制

度については、その根幹を維持し、国の責任を引き

続き堅持する。その方針の下、費用負担についての

地方案を活かす方策を検討し、また教育水準の維持

向上を含む義務教育の在り方について幅広く検討す

る。こうした問題については、平成17年秋までに中央

教育審議会において結論を得る。中央教育審議会

の結論が出るまでの平成 17 年度予算については、

暫定措置を講ずる。』とした。さらに、平成 17年 11月

30 日には、『義務教育制度については、その根幹を

維持し、義務教育費国庫負担制度を堅持する。その

方針の下、費用負担について、小中学校を通じて国

庫負担の割合は三分の一とし、8500 億円程度の減

額及び税源移譲を確実に実施する。 また、今後、

与党において、義務教育や高等学校教育等の在り

方、国、都道府県、市町村の役割について引き続き

検討する。』とした。 

この合意事項の結果、義務教育費国庫負担法の

一部が改正され、平成 18 年 4 月から国庫負担率が

1/2 から 1/3 に変更された。また、公立小・中学校、

盲・聾学校の国庫負担制度と養護学校の国庫負担

制度を統合することになった。 

 

6.国と地方の教育の役割分担 
教育は市町村と都道府県、国との間で役割を分担

して行政サービスを提供している。国は教える内容を

決め、都道府県が教員を任命し、給与を負担し、市

町村が小中学校を設置・運営する。都道府県が給与

を負担するのは、県費負担教職員制度によるものだ。

県費負担教職員制度（市町村立学校職員給与負担

法）とは「本来、市町村が市町村立学校の教職員の

給与費を負担すべきところ、優秀な教職員の安定的

な確保と、広域人事による適正な教職員配置のため、

都道府県が全額負担」する制度である。 

 

国と地方の役割分担
教育

大学
私学助成（大学）
高校
私学助成（幼～高）
小中学校教員の給与・人事
公立大学
小中学校
幼稚園

地方

国

都道府県

市町村
 

 

こうして義務教育の経費の 4 割は都道府県がお金

を出している。公立学校の義務教育についていえば、

多くの場合、小・中学校は市町村立である。 

 

義務教育費の経費

30% 40% 30%

市町村が負担 都道府県が負担 国が負担

 
 

 

7.負担率の削減によって起こりうる問題点 
負担率の削減により、次のようなことが懸念されて

いる。 

文部科学省が示した試算によれば、補助率を引き

下げて税源移譲した場合、東京都が 5 割増になるな

ど大都市は財源が増える一方、8 割以上の県では財

源が減少する。自治体によって税収が異なるため、

十分に教育費を確保できる自治体と、そうでない自

治体が発生する。そして、教育費が確保できない場

合は「教職員の数を削減せざるを得ない」または、

「教職員の給与を削減せざるを得ない」という状況が

起こる可能性がある。教育の質が低下する。教育費

の地域格差が拡大し、学力の地域格差が拡大する。

義務教育費国庫負担制度では、義務教育のための

予算として確保されたが、一般財源化すると、首長の

判断で、他事業へ割り当てられる恐れがある6。 

 このような意見がある。義務教育費国庫負担金の削

減について不安を感じている人が多いようである。 

 

8.ヒアリング調査 
義務教育費国庫負担金における国の負担率が今

までの 1/2 から 1/3 に下がった。これによって福島県

ではどのような状況になっているのか知りたいと思い、

福島県庁を訪問し、職員の方からお話をうかがった。 

 

                                               
6日本の教育を考える 10 人委員会 

2004 年度提言 

“義務教育の地域格差は国を滅ぼす!!” P.9 より 

http://10nin-iinkai.net/data/teigen2004.pdf
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●「平成18年から、義務教育費国庫負担率が1/3に

なりました。平成18年度の福島県の義務教育費負担

金はいくらでしょうか」という問いに対しては、平成 18

年度の福島県の義務教育費国庫負担額は 317 億

940 万 4 千円だと教えてくださった。また、平成１３年

度からの金額を教えて頂いたので、以下に、表にし

て載せておく。 

 
福島県の義務教育費国庫負担金額の推移

（単位：円）
年度 決算額　 国庫負担対象額 国庫負担金額
13 124,269,210,421 119,544,755,260 59,772,377,629
14 124,358,751,369 117,739,504,581 58,869,752,290
15 113,910,229,338 107,062,516,905 53,531,258,452
16 104,779,347,490 101,463,802,348 47,552,742,310
17 105,565,908,619 102,200,371,960 47,799,369,637
18 31,709,404,000  

 

（決算額には、小・中・盲・聾・養護学校への給与・職

員手当などの支出額が入る。共済費は入らない。 

決算額の内、国庫負担対象以外の金額は、国の基

準にはない手当である。また、別の法律に従って入

ってくるため、国庫負担金と被らないようになっている。

平成 15 年までは実支出額の 1/2 になっている 平

成 16 年度から、国が総額を確保した上で地方の裁

量を拡大する総額裁量制を導入したため、計算方法

が変わった。平成18年度の予算では1/3になってい

る。） 

 

●「負担率の削減による影響はあるのでしょうか」とい

う問いに対しては、今まで義務教育国庫負担金とし

て入ってきていたものが、一般財源として一括で入っ

てくるため、交付税が全額きているのかわからない、

そうだ。そのため、数値としてはっきり目に見えていた

ものが、見えなくなり、不透明なのが問題のようだった。

また、はっきりした数値がないと財政グループに強く

予算請求ができないし、予算の折衝が難しくなるかも

しれないということ。さらに、試算よりも減っていたとし

ても気づくことが難しいため、どこかにしわ寄せがくる

可能性があるそうだ。 

 

●「文部科学省が示した試算によれば、補助率を引

き下げて税源移譲した場合、東京都が 5 割増になる

など大都市は財源が増える一方、8 割以上の県では

財源が減少するそうですが、福島県では財源が減少

するのでしょうか。」という問いに対しては、義務教育

国庫負担金以外のものも含まれ、平成 17 年度は減

少しているが、地方特例交付金7によってまかなえる

                                               

                                                                         

7地方特例交付金・・・国庫補助負担金の見直しに伴う

暫定措置として、見直される国庫補助負担金の対象事

業のうち、引き続き地方で実施する必要があるものに係

る地方の一般財源の所要額の1/2に相当する金額を交

ためプラマイゼロになるそうだ。また、平成 17～18 年

にかけて、税源移譲により所得譲与税8に移されてい

る。しかし、19 年度の予算から実際に 3 割ほど減るこ

とになるようだ。なぜなら、所得や、人口によって決ま

るため福島県では減少傾向になる。一方で、増えて

いる地方自治体もあり、東京都や愛知県などが、当

てはまるそうだ。 

 

●「自治体によって税収が異なるため、十分に教育

費を確保できる自治体と、そうでない自治体が発生

するそうですが、福島県は教育費の確保ができてい

るのでしょうか。さらに、「教職員の数を削減せざるを

得ない」または、「教職員の給与を削減せざるを得な

い」という状況が起こる可能性があるようですが、教職

員数の削減や、教職員の給与の削減を考えていま

すか」という問いには、国の基準9では１クラスあたり

「生徒 40 人に教員 1人」だということだ。しかし、福島

県では平成 14 年から少人数学級を実施しており、

「生徒 30 人に教員 1 人」になっている。国の基準より

教員数が多い。そのため教員数は十分に確保されて

いる。そして、人数が多いため、福島県の単独予算

によって足りない部分を補っているそうだ。さらに、少

人数教育の開始当初は小学校１・2 年、中学校 1・2

年が対象だったが、平成 17 年度から全学年で少人

数学級を実施するために予算を増やしている。その

ため、ほかの部分で削減が行われることや、経費削

減によって予算を確保している。しかし、予算には限

りがあるため、ほかの部署との折衝によっては削減し

なければならなくなる。それは知事の判断によるもの

で、知事の判断で削減され、県議会で予算案が通れ

ば削減することになる。しかし、今のところ、そのような

考えはないそうだ。 

 

●「教育の質が下がるかもしれないという話がありま

すが、教育の質が下がったりするのでしょうか」という

問に対しては、福島県としては教育に力を入れてい

るということ。また、義務教育ではない高校教育と義

務教育を比べてみると、義務教育は国庫負担制度で

保証し、高校教育は地方交付税交付金で整備して

いる。高校教育は義務教育と異なる点が多いが、義

務教育ではないからといって、高校の教育の質が悪

いわけではない。地方自治体の財政力に応じて、設

 

付 
8所得譲与税・・・国税である所得税の収入のうち一部を

地方に譲るものである。三位一体の改革の移行過程に

おける国と地方の税源移譲のためのもの。所得譲与税

は地方税増税の代替であるので、その使途には制限は

ない。 
9国の基準・・・義務標準法による。学級編成について、

国は原則 40 人を設定している。 
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置、入学定員、授業料などの独自の調整が可能であ

り、一般財源でも十分に対応できる。また、教育の質

がさがるという考えは、義務教育費国庫負担制度を

堅持したい立場からの意見であり、制度がなくなると、

悪い点があることを強調して制度の維持を訴えるため

のものではないかということだ。 

 

●「地方交付税交付金は、基準財政需要額10から基

準財政収入額11を引いたものによって決まります。そ

して教育費の基準財政需要額は以下の測定単位で

決まると知り、実際の数値を教えていただきたい。」と

お願いした。 

 
基準財政需要額の測定単位（２００２年度）

経常経費 投資的経費
小学校費 教職員数 ―

中学校費 教職員数 ―

高等学校費 教職員数
生徒数 生徒数

特殊教育諸学校費 教職員数
児童数・生徒数
学級数 学級数

その他の教育費 人口 ―
公立大学等学生数
私立学校等生徒数

教
育
費

都道府県分

 
（神野直彦・池上岳彦『地方交付税 何が問題か』 

東洋経済新報社、2003 年） 

 

基準財政需要額は地方のから聞いた数値をもとに

国が計算をするそうだ。数値については学校統計要

覧の総括表のコピーをいただき、知ることができたが、

すべての数値について知ることはできなかった。 

 
平成１７年

経常経費 投資的経費
小学校費 教職員数 9759 ―

中学校費 教職員数 5580 ―

高等学校費 教職員数 5091
生徒数 56367 生徒数 56367

特殊教育諸学校費教職員数 1463
児童数・生徒数 1848
学級数 530 学級数 530

その他の教育費 人口 ―
公立大学等学生数
私立学校等生徒数

都道府県分

教
育
費

 
 このような数値を国に提出し、国の計算によって、

基準財政需要額が決められるようだ。 

 

 

                                               
10基準財政需要額・・・各地方団体が標準的な行政サー

ビスを提供するために必要な一般財源額 
11基準財政収入額・・・各地方団体が標準的に収入しう

る一般財源額（主として地方税） 

9.おわりに 

 義務教育費国庫負担率が 1/3 に引き下げられても、

すぐに、大きな変化があるわけではないようだ。もちろ

ん財源は限られているので、教育費を確保するには

努力が必要になる。しかし教育庁で、教育は大切な

ことだと考えているとお話をうかがったので、ほかの部

署との折り合いをつけて、予算を勝ち取ってほしい。 
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